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（ご参考）    一般社団法人 日本ガス協会 

日本ガス協会（The Japan Gas Association）は、一般ガス事業、一般ガス事業者の行う 

大口ガス事業、ガス導管事業者の健全な発展を図ると共に、エネルギーの安定供給と保安 

の確保および環境問題等への対応を通じて、わが国の経済と国民生活の向上に寄与する 

ことを目的とする、都市ガス事業者の団体です。 

＜沿革＞ 
・明治45年：帝国瓦斯協会 創立 
・ ・・・ 
・昭和22年：日本瓦斯協会 
・昭和27年：社団法人日本ガス協会 
・平成23年：一般社団法人日本ガス協会 
 
＜正会員＞ 
・２０７事業者 
 
＜お客さま数＞ 
・約 ２,９００万戸 
 
 
 
＜その他＞ 
・本部：東京都港区虎ノ門 
・本部役職員：１２８名（内、出向者83） 

http://www.gas.or.jp/main.html
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都市ガス業界の災害時の発信情報について 

地震等の自然災害等によりガスの供給を一時的に停止する必要が生じた際には、地域の 

お客さまに停止している範囲や復旧に関する情報をHPやプレス等を通じてお知らせ致します。 

・地震等の自然災害やトラブル等により、安全確保のため一時的にガスの供給を停止する
必要が生じた場合には、当該ガス事業者が地域住民のお客さまへ「停止している範囲」や
「復旧」に関する情報をホームページやプレス発表等を通じてお知らせしております。 

＜供給停止の規模や対応方法等により柔軟に情報発信を実施＞ 
 
【ケース１】 ・・・・・ 基本的なケース 
・供給停止の規模が比較的限定的で当該事業者が自ら復旧対応を実施する場合 
  ⇒情報発信は、自社で実施する事が一般的 
 
【ケース２】 ・・・・・ 実施例を次ページ以降でご紹介致します。 
・供給停止の規模が大きく他ガス事業者からの応援を受け入れて復旧対応を実施する場合 
  ⇒応援隊（日本ガス協会）と被災事業者とで状況に応じて情報発信方法を調整して 
    情報発信を行う事が一般的 

有事の際に発信する情報 

http://www.gas.or.jp/main.html
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（情報発信の例） 東日本大震災復旧での情報発信(1) 

東日本大震災では、16事業者において総計約46万戸の供給が停止。全国から58事業者、 

延べ10万人、最大一日あたり4,100人の復旧応援により54日間の復旧を行った。 

 

・緊急時の連絡体制 

・救援体制の組織 

・救援活動の実施 

救援措置の取決め 

早期復旧 

東日本大震災の際の都市ガスの復旧 

JGA 会員207者 
○供給停止規模 
 ・16事業者 
 ・46万戸 

○応援隊 
 ・58事業者 
 ・延べ10万人 

  （Max.4,100人/日） 

 

 54日で復旧完了 

http://www.gas.or.jp/main.html
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（情報発信の例） 東日本大震災復旧での情報発信(2) 

ＪＧＡ救援対策本部から行った情報発信の例 

http://www.gas.or.jp/main.html
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（情報発信の例） 東日本大震災復旧での情報発信(3) 

http://www.gas.or.jp/main.html
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（情報発信の例） 東日本大震災復旧での情報発信(4) 

各事業者から行った詳細な情報発信の例 

http://www.gas.or.jp/main.html



